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名古屋市立大学では、昨年 12 月に「なごや先端研究開発センター」を設置し、自己財

源に加え、名古屋市や企業等の支援・連携による「なごや共創研究基金」の資金を活用し

ながら、研究力強化を推進しています。 

このたび、「なごや先端研究開発センター」における新たな研究力強化の取り組みとし

て、市の協力・連携のもと、「共創まちづくり研究推進事業」を開始しました。 

この事業は、大学提案型による行政課題・地域課題の解決を目指すもので、学内で公募

した研究課題に市を始めとした多様な主体と連携・協働して取り組みます。 

第一弾として、令和 6年度から 2年度にわたり取り組む 50 件の研究課題を採択しまし

た。本事業を通じて学内の研究を活性化させ、研究の知見を地域社会に還元し、産学官で

共創しながら地域の発展・成長により一層貢献してまいります。 

 

 

１ 共創まちづくり研究推進事業の概要 

○ 行政課題、地域課題の解決や地域の発展を目的に、独創的・先駆的な学術研究、ま

た、地域のまちづくりや市民の健康増進に寄与・貢献する応用研究等に対し、2年度

にわたり研究費（共創まちづくり研究推進費）を配分 

○ 市立大学の研究シーズと地域ニーズを共有・マッチングし、市を始めとした多様な

主体と連携・協働して取り組むことで、研究成果の社会実装、地域貢献につなげ、

自治体・民間等からの寄附講座設置・共同研究の促進を図る 

 

２ 令和 6年度の採択課題について 

○ 件数 ：50 件  ※内訳は別添のとおり 

○ 研究費：1件あたり、最大 100 万円／年×2年間（予定） 

○ 研究 2年目（令和 7年）の時点で、今後の発展・展開が期待できる研究課題につい

ては、市職員や市大教職員等による研究内容のヒアリング、市による課題解決への

貢献度評価などを経て、寄附講座の設置や共同研究等の実施を目指します。 

多種多様な行政課題・地域課題の解決に貢献 

「共創まちづくり研究推進事業」を開始しました 








